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１．はじめに（本稿の問題意識）
県央地域産業の停滞、衰退が論じられ、その活性化
が叫ばれてから久しい。現在までにも、多くの地域産
業活性化に関する研究が発表され、多くの教訓や提言
が提出されている。しかし県央地域の現実は、一部に
は新たなビジネス分野を開発し、活発に発展しつつあ
る企業もみられるものの、全般的には、とても事態が
改善されたとは言いがたい。
1979年に計画経済体制から市場経済体制に転換しは
じめた隣国の中国では、近年、急速な経済発展をはじ
め世界の注目を集めているが、その原動力となってい
るものは民営の中小企業であると言われる（注1）。現在
の中国経済発展の主な牽引者となっているのは、近年
になって生業から出発した新生中小企業群である。
本稿では、今日の県央地域産業の不振と言う問題が
生まれきた経過を振り返り、ついで、中国私営企業の
現実を分析し、この両者を比較分析して違いの原因を
探り、そこから県央中小企業が学ぶべきことは何かに
ついて私見を述べることにする。
１．はじめに（本稿の問題意識）
２．県央地域の現実と産業活性化問題
３．中国私営中小企業の現実と生成発展の経緯
《目　　　次》
２．県央地域の現実と産業活性化問題
2-1．県央地域経済の現実…市議会議員の意識
県央地域の中小企業集積は、現在、どんな状態にな
っているのだろうか。
今、私の手元に、インターネットで検索した市産業
活性化に関する三条市と燕市の市議会議員の意見をま
とめた資料（注2）がある。さてこれら市議会議員の現状
認識は、若干の無回答者はあるが、「このままでは良
くない」、というものが有効回答の全てで、その現状
認識は、「地域活性化が進まない」、「存在感が低下し
続けている」、「地場産業の衰退」、「輸入増大で製造業
者や下請けの仕事が奪われ苦境」、「不況で中小企業労
働者が困っている」、などであり、こうした結果を招
いた原因ととるべき対応策に関しては、「社会資本や
公共事業の投資が著しく少ない」、「専門的高度な能力
を有する行政職員の育成確保が必要」、「もっと広域的
な視点で対応するべき」、「従来の国権に依存する行政
から脱皮」、「地域密着型の経済への転換」、「県央地域
という枠組みが住民に浸透していない」、「20万人以上
の街づくりが必要」、「大企業中心の経済運営の弊害」、
「広域化」、「資本と人口の集積が不可欠」など…とい
うものである。
４．中国中小企業の生成発展経緯に学ぶ
５．県央地域活性化戦略への示唆
県央地域活性化戦略への示唆
―中国私営中小企業の生成発展事例に学ぶ―
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この結果は、県央地域の経済衰退状況の現状は改善
すべきであるという認識で大多数が一致し、その原因
と対応策になると、人口の増大を目指した地域規模の
拡大に集中し、広域化によって効率化が進むという意
見が活発に展開されている。つまり、燕・三条地域の
産業界は、いまだ沈滞したままであるということだ。
これは三条市と燕市だけの関係者の意見であるが、
加茂市はじめ他の周辺地域の現状に関してもほぼ同様
な状態と見てよいだろう。
2-2．県央地域における産業集積の形成過程
さて、県央地域の活性化を考えるにあたって、これ
らの産業集積が如何なる経緯を経て今日の状態になっ
たのかをみておく必要があろう。
県央地域には、古くから産地と呼べるほどの産業集
積があった。それらは、和釘、刃物、洋食器、煙管、
槌起銅器、桐箪笥、紬織など、伝統的な手作業で生産
する職人的手工業であった。これらは、昭和20年ごろ
までの戦時体制のもとで停滞し、あるいは、衰退し消
滅していった。
戦後、各地に多数の新たな中小企業集積地域が発生
し発展した。その契機となったものは、敗戦によって
軍需産業は壊滅し、かつ復興を禁じられたことによっ
て、多くの人々が雇用機会を失うとともに海外からの
復員兵士なども加わって、国内には失業者が溢れ、彼
らは生きるための職業の場を求めて、僅かに残った軍
需工場の残骸を利用し、国内の消費市場の急速な回復
と拡大に支えられて、消費財の製造ビジネスを起こし
たことから始まった。県央地域においても、かつて消
費財の生産地であったという経験を生かして、様々な
消費財製造業が復活した。一部には特殊な工芸的製品
を製作する刀鍛冶とか桐箪笥に見られるような日本が
産業化する以前の職人ビジネス時代からの伝統的工芸
品もあるが、大多数の中小企業は近代工業の中で多く
の消費需要を対象にビジネス活動を営んだ。それは織
物やメリヤスなどの衣料品とか、ステンレスを素材と
した金属洋食器、鋸や鑿とか鉋などの大工道具、桐箪
笥など、日本国内の需要を対象にした軽工業ビジネス
であった。過去から残っていたビジネスノウハウが産
業復興に役立ったのである。
そうした中で県央地域の金属加工産地は、思いがけ
ない幸運にめぐまれた。それは戦前から存在していた
国内消費需要向けの金属洋食器製造業が、戦後の日本
占領軍がつかう金属洋食器の膨大な需要をまかなうた
めに、当時の特別調達庁からの大量注文を受けること
になったことである。国からの様々な便宜を与えられ
て燕の洋食器工場は大増産し、一大産地を形成するに
至った。全国に金属加工技術が存在するのに燕産地ひ
とりが大きく発展したのは、この時期にステンレス加
工技術が開発されたからであり、後になると、電解研
磨技術など、地元の先進企業の優れた技術開発があっ
て、他産地の追随を許さなかったからである。
そして近隣の農業セクターなどからの新規参入が活
発化し、多くの企業や職人が生まれ、産地として規模
拡大が進み、産地内分業が深化し、関連分野の事業者
（専用機械メーカー、包装関連事業者、仕上げ関係専
門業者、情報サービス業者、問屋など）も整備充実し
て、集積のメリットが働き、益々有利に生産できるよ
うになり、この結果として他産地を凌ぐ著しい成長発
展を遂げたのであった。
ともあれ、こうして日本全国に新たに生まれた中小
企業集積地は、はじめ、国内消費財需要の回復や日本
占領軍兵士の需要に支えられ、活況を呈した。
2-3．県央地域における中小企業集積の形成
かくして県央地域では、金属洋食器を中心に新規参
入や既存業者の規模拡大が進み、一大産地を形成した
が、ここで留意しなければならないことは、この過程
で産地内企業の機能分化が進んだこと、特に、一部の
自立的ビジネス活動が可能な完全機能企業（ビジネス
開発、資源調達、製造、販売、財務などの機能をバラ
ンスよく保持する企業）と、一部機能に特化した不完
全機能企業あるいは下請事業所（たとえば製造機能、
それも一部工程の加工機能だけの企業とか事業所など
で、従属企業あるいは事業所とか、下請け企業あるい
は事業所とも言われる）に分化したことである。不完
全機能企業が存在できたのは、産地内外の他企業によ
って欠落する機能を補完されていたからである。不完
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全機能の企業とか事業所は、親企業の製造能力不足の
補完や景気変動のバッファーとしての利用、さらには
下請の低賃金労働力利用などに支えられて仕事を得た
のであり、本質的には完全機能企業によって他動的に
生み出されたものであった。こうした企業のなかには
余力のあるうちに機能の整備充実を図り、完全機能企
業に成長していったものも少なくない。自立化である。
後になると完全機能企業は、規模利益の増大を狙って
不完全機能企業を下請けとして意識的に利用するよう
になり、益々、不完全機能企業の増大を招く。不完全
機能企業は親企業に従属する度を強めていく。したが
って収益率は存続可能な限界まで極端に低められる。
こうなると自立化は容易ではなくなる。成長発展した
中小企業産地の内部構造を、細分化された工程別分業
構造と表面的に捉えるのではなく、一部の有力な完全
機能企業と、多数の弱小な不完全機能企業との複合体
に変質したと捉えることが重要である。
2-4．産地空洞化問題の発生
こうした中小企業集積地域の衰退問題が表面化した
のは、戦後日本の経済国際化が始まってからであった。
戦後日本の経済復興とともに世界主要国から日本市場
の開放が要請されるようになった。はじめは国内大企
業の弱体な国際競争が問題となり、外資の参入に備え
るためその強化策が国策として強力に講じられた。多
くの大企業は下請け企業を再編成し、下請け企業に対
する強力なバックアップを行って、効率の良い下請生
産系列を確立した。だが、こうして近代化を実現した
中小企業は近代工業部門の大企業に従属するものだけ
であって、県央地域中小企業のように労働集約的な軽
工業部門に属するものではなかった。労働集約的な軽
工業部門では、例外はあるにせよ、多くの企業は旧態
依然たる生産手法のままだったのである。大企業と直
接的な関連をもたない県央地域の企業には、こうした
近代化支援の恩恵に浴さないものが多かったのであ
る。
やがて、戦後のアメリカ占領軍に触発されての洋風
化が進行して旧来までの日本的消費慣行に依存する製
品の需要減退が起こり、他方では、日本経済の復興そ
して高度成長は日本国民の所得水準を上昇させ消費需
要の質を変化させるとともに、労働コストや立地コス
ト（土地の値上がりや公害問題などによる）とか、他
の様々な原材料の調達コストを上昇させる。かくして
多くの労働集約的な中小企業産地では、輸出中小企業
産地ばかりではなく、すべての中小企業産地に打撃を
与えた。
こうした事態に加えて、それまでの１ドル＝360円
という固定相場制が改革され円の急上昇が起こった。
相対的な輸出価格の上昇によって輸出が激減した。燕
の金属洋食器産業も大変に苦しんだことは周知であろ
う。やがて変動相場制に移行した。こうした事態に加
えてこの事態に対処するために産地の主導的役割を占
める完全機能企業は、コスト切り下げと生産量の縮小
に乗り出した。不完全機能企業は、親企業から単価切
り下げを強要され、これに応えられない下請け企業は
切り捨てられた。かくして輸出中小企業問題が浮上し
てきたのである。
こうした事態に対して、円高関連産地の実態調査が
行われ、産地内企業に対して様々な経営や生産の合理
化とか産地構造の高度化に関する改善助言が行われた
が、受注絶対量の減少という事態への対応策としては
殆ど効果が無かった。
さらに事態は一層の深刻度を増した。アジアの開発
途上国が、日本の伝統的な中小企業性製品と競合する
分野での工業化を進め、競合するようになってきた。
これらの開発途上国の労働賃金の水準は非常に低い。
労働集約的製品のコストに占める労務費の割合は非常
に高い。かくて日本中小企業の競争力はコストの面で
非常な劣勢に立たされることになった。
2-5．中小企業産地の崩壊…完全機能企業セクター
と不完全機能企業セクターの乖離
こうした事態になると、産地内の完全機能企業と不
完全機能企業ないし事業所との運命共同体的な連帯感
は失われる。地域内の下請け企業や外注企業とか事業
所を利用するよりも、はるかに低廉なコストで海外の
発展途上国の新興企業を利用できる。産地の統括的役
割を果たしてきた完全機能企業は、従来までの同志的
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関係にあった産地内の下請け企業とか事業所を切り捨
て、新たに海外発展途上国の企業に発注を移した。も
ちろん、海外発展途上国の企業には製造機能の不十分
なもの、技術的に未熟なものが多い。しかし産地内の
統括的役割を担ってきた完全機能企業は、技術を指導
し必要な機器を提供して育成して、利用する。あるい
は、自らの工場を海外発展途上国に移転して現地労働
者を雇用し、従来の産地を見捨ててしまった。かくし
て効率的な産地構造は崩壊した。ここで苦境に立たさ
れるのは、不完全機能企業とかその事業所である。従
来の発注先企業から見捨てられることになったからで
ある。このようにして県央地域の中小企業問題が表面
化したのである。問題の担い手は、かつてのブームで
親企業によって作り出され、ブームが去って過剰化し
た不完全機能企業群なのである。
2-6．中小企業政策の立場と支援施策
国の中小企業対策の基本は中小企業者の自助努力の
助長である（注3）。国は、付加価値生産性の向上とか、
知識集約化とか、抽象的な表現で中小企業者の進むべ
き道を示し、その方向に努力するものに対する金融や
税制上の支援を行うことだけである。
だが国が示した抽象的なビジョンでは、経営資源に
乏しい機能不全な弱小企業とか事業所は、自力で対応
する能力を持たない。それを実践できるのは完全機能
企業の場合だけであって、大多数の問題性中小企業や
零細事業所には無意味である。そして完全機能企業は、
自らの力で新たなビジネス分野の開発開拓に挑戦して
成長発展していった。
こうした先進的な中小企業の成功事例に触発され
て、国の中小企業施策も変化しはじめた。こうした成
功事例を見習はせることが、中小企業問題や産地空洞
化問題を解決する決め手と考えるようになってきた。
中小企業経営者に指針として発表されている中小企
業白書の2005年版では、「地方で人口減少が本格化す
る中では、地方社会の基盤となる都市の再生や、独自
の技術を有する産業集積の再活性化等が重要…」と強
調し、中小企業に期待する経営活動展開の方向は、新
市場開拓や生産性向上であり、地域産業集積の高度化
であると述べている。また当時の中小企業庁長官・望
月晴文は、一部の中小企業の新しい動きに着目して中
小企業庁が打ち出した本格的な景気回復へ向けた大き
なステップ「新連携」について解説（注4）し、「複数の
中小企業が自社の強みを持ち寄り一つのグループとな
り、新たなビジネスモデルで市場を開拓しようという
動き…それが新連携です。全国の元気ある中小企業を
調査してみると数は少ないものの、そのような成功例
があちらこちらにみられる。…なら…そのやり方を日
本全体の中小企業に教えてあげよう。そうすれば、も
っと速いテンポで景気が良くなるはずだ。新連携とは，
それを促進するためのサポート体制作りの場です…」
こうした中小企業施策の方向は、一部の先進的な有力
中小企業の積極的な発展戦略を、他の多くの中小企業
者にも追随させようというものである。
つまり現在の中小企業政策は、県央地域で現在問題
となっているような非自立的、不完全機能中小企業を
支援することは意図していないのである。県央地域活
性化における問題の担い手は、自らの力では新ビジネ
スの開発・開拓に挑戦し成功させる能力を待たない従
属的中小企業や零細な事業所なのである。こうした完
全機能企業の真似をせよといっても、それは非自立的、
従属的な不完全機能企業である中小企業や零細事業所
には不可能だろう。
３．中国私営中小企業の現実と生成発展の経緯（注5）
3-1．改革開放体制への移行と中国私営中小企業の
群生
革命後の中国に私営企業は存在しなかった。生産活
動は国有企業と郷鎮企業によって担われていた。しか
し中国国有企業や郷鎮企業には、技術（生産技術や経
営技術）面が前近代的であるばかりでなく、「大鍋飯」
（注6）の気風が瀰漫していたので国の生産活動は容易
に発展しなかった。つまり、日本の「親方日の丸」と
同様に、国の庇護に安住していて自らの努力で合理化
を図る真剣味に欠けていた。
中国政府は、国有企業や郷鎮企業の合理化を進める
ために、様々な企業制度の改革を実施してきたが、産
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業発展は思わしくなく、日本の関係者の間では、中国
企業は、生産技術や経営技術において日本に大きく遅
れているという認識が一般であった。
こうした状況の中で 小平は改革開放政策に乗り
出した。この結果、はじめ香港や台湾から、後に日本
や欧米から、多くの外資が経済特区に指定された深
などへの進出を活発化した。この成功によって 小平
は、経済特区を拡大し、やがては全国への外資進出を
認める。他国には例を見ない低賃金労働者を利用した
労働集約的製品の生産が大発展し、そして「中国は世
界の工場」と称され、労働集約的製品に関連する日本
など先進国の有力企業（特に衣料品産業や高度組立て
産業など）が自国を見捨てて中国に生産拠点を移転し
た。
さらに、 小平の「南巡講話」は、中国国内での私
営企業の群生を奨励し、新たに多くの私営企業が内発
的に生まれる契機を作った。これによって先進国内の
軽工業部門産地の停滞や衰退が進み、もはや中国企業
は前近代的存在などと軽視することが出来ず、日本国
内では中国企業脅威論が真剣に議論されるまでに発展
した。
3-2．経済発展に果たした中国中小企業の貢献
中国経済の急成長に果たした私営中小企業の役割に
ついて、駒形哲也（注1）は、「…計画経済時代には国有
大中型企業群の補完的役割に甘んじていた中小企業群
は、国民経済の市場経済化の過程を経て、もはや補完
的役割に止まることなく、主役の地位を獲得するにい
たっている。…市場経済化は、その担い手たちに対し
て、計画経済とは異なる役割を要求する。…企業はも
はや単なる雇用の場、供給の担当者ではなく、…潜在
的需要を発見し、リスクをとって、これを自らのもの
とすることで自己実現を図る企業家の存在を要求す
る。…そうした主体…の大部分が中小企業である。…」
と、企業家精神に燃える私営中小企業の輩出が、移行
期における中国経済の異常とも言える成長発展の原動
力であったことを報告している。さらに駒形は、「計
画経済時代には、関連業種が一経営体に統合される形
で「一条龍」と呼ばれる一貫システムの形成が志向さ
れることはあっても、同業者が多数、特定地域内で
「無政府的に」競争するなどということは、それこそ
計画経済の対極に位置するものとして回避された。…
ところが、…中小企業が特定地域に多数集まることで、
規模の経済性が発揮される…相互に補完機能をもつ多
様な生産能力が形成されれば、個々の中小企業は自ら
が持たない機能を容易に利用しうる…そして…類似し
た生産機能や異なる生産機能を持つ企業が必要に応じ
て様々に組み合わさって、多様かつ可変的な需要に対
応することが可能になるという「動態的有益性」を持
つ。…中小企業間の協力と競争が、中国の産業集積の
内的メカニズムを構成している…」とも述べている。
既に今日の中国経済は、他力依存的な外資や、国有企
業という国家権力を背後に背負った主体によって支え
られているのではなく、私営地場企業の群生と発展と
いう内発的発展によって支えられている。
こうした中国経済発展の活力の担い手となっている
中国中小企業は、何処から、そんな力を手にしたのだ
ろうか。それを県央地域の中小企業の活性化にも生か
せないだろうか…、こうした視点から、中国の私営中
小企業の現実と生成発展過程を探ってみよう。
さて、中国における私営企業には、大きく分けて３
つの発生源泉があるようである。第一は、従来の公有
企業が体制変換によって私営企業化したもの、第二は
外資の進出によって生まれたもの、第三は全くの内発
的に地元私営企業家によって生み出され成長発展した
ものである。これら３タイプについて、地域発展に大
きく貢献した私営中小企業の特性と行動は如何なるも
のであったか、以下で吟味してみよう。
3-3． 博市の場合…公有企業の民営化によって生
まれた私営企業の行動
市政府の強い指導（体制改革）によって国有企業や
郷鎮企業を私営企業に移行させたという経緯を持
つ 博市（現在、加茂市と姉妹都市関係を結んでい
る）は、かつては斎の国の首都であり、現在でも人口
400万の大都市で、古くから多くの産業が発達し、改
革開放前から、国有企業や郷鎮企業が多く存在する地
域であった。国有企業の経営不振から近年の、「把大
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放小」政策によって小規模な公有企業の私営企業化が
進んだもので、現在でも市政府は、私営企業に経営不
振な異業種国有企業の吸収合併などを指示し、その経
営規模拡大を強力に推進するよう強力な指導を行って
いる。
これら民営企業の現経営者の多くは、嘗ての共産党
支部委員会の権力者たちであり、純粋の民間人出身の
創業経営者は極めて少数、また彼らのビジネス分野も、
かつての郷鎮企業や国営企業時代からの継続が殆どで
ある。後述する東莞市や温州市のように他地域からの
出稼ぎ者は殆ど見えず、労働人口の殆どが地域の農民
や市民たちであった。これは、企業集積地域としての
成長発展が全く見られなかったことを意味している。
街角には多数の失業者が職を求めて屯している光景が
見えた。 博市の私営企業の経営成績をみると明らか
に二極分化していて、一方には効率の悪い肥大化した
経営体を持ち、収益性も悪く苦しい経営に悩む企業が
あるが、他方には効率的で好業績を上げているものが
ある。業績の悪い企業を見ると、製造している製品な
どが既に陳腐化したものが多く、保有する技術も旧式
なものが殆どであること、さらに、公有制企業時代か
らのシガラミを残したままの経営体（つまり村の共同
体的な運営が普通であり、村の諸費用を企業が負担し
なければならず、経営責任者には村の有力者が就任し
ているというような）であった。こうした経営不振企
業の合理化に市政府は熱心で、推進している政策は
「所有制改革」、つまり企業財産の所有権（株式会社の
株式）を、経営者と従業員に分有させ、全員の同志的
かつ一体的な運営をさせることによって全従業員のモ
ラール高揚を図ろうというものであった。これと反対
に優れた経営業績をあげている私営企業の多くは、改
革解放後に新たに起業したか、外資を受け入れ新たな
ビジネス分野の開発を実現させたとか、技術や経営面
における改革に熱心で中国国内でも強い競争優位性を
確立している私営企業などもあった。それ以上に重要
な差異は、私営企業の現経営者が市政府の指導に従順
であるか、市政府の指導とは無関係に独自の経営戦略
を確立し独立独歩の道を進んでいるか、という経営者
の自立性の有無にあるように思われた。
3-4．東莞市の場合…外資進出によって生まれた私
営企業に主導されて大発展
改革開放政策による経済特区第一号として大発展を
遂げた深 市に隣接する東莞市は、かつては果物など
を生産する貧しい農村地帯で、住民の多くは生きるた
めに海外に出稼ぎに行ったり、海外に移住したりして、
地元には30万人ほどしか住んでいなかったそうであ
る。経済特区第一号として大発展した深 が、次第
に土地が狭隘化し、労働賃金をはじめ、諸コストも上
昇したのを見て東莞の村政府は、第二次改革で経済特
区に指定されたのを機に、積極的に外資の進出を誘致
した。その手法は、村政府が工場団地を作り工場建屋
を建設して、様々な恩典を加えて進出外資に利用させ
るというものであった。
これによって土地利用や雇用機会が急激に拡大した
ことから、内陸部からの出稼ぎ者が増え、最近の東莞
市の人口は150万人にも増大し、村民の経済は大いに
潤った。生粋の地元村民は均しく豊かになったが、他
地域からの出稼ぎ労働者の賃金は低く抑えられている
ので、その間の経済格差は異常に拡大して、村の治安
が悪化したという。
こうした状況の中で東莞市の産業界には、最近にな
って、新たな変化を示す動きが出てきた。①外資の
中国進出目的が変化しつつあること、中国の経済発展
が次第に内陸部にも浸透するに従い、人口13億という
膨大な消費市場を狙った進出が急速に目立つようにな
ってきた。従来に無い様々な消費財生産やサービス関
連の外資進出が活発化しだした。従来のような大量生
産型の労働集約的工程だけを移転させる大企業の進出
ばかりではなく、完成品である消費財業種や関連部品
とか加工業種の企業も、したがって大企業に限らず中
小規模企業の進出も見られるようになり、外資企業の
進出形態も独資よりも合弁形態が増えてきた。②中
国経済の発展が進むに従い国内交通網の発達や内陸部
の開発が進んで外資企業の立地条件にも変化が生じ、
いずれは外資企業が更なる適地を探して移転する恐れ
も少なくはない。内陸部の開発（西部大開発など）や
高速道路網の建設は、こうした傾向を一層加速しつつ
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あるようである。③地元住民による私営企業の設立
が活発化しつつある。外資企業のビジネスノウハウや
生産技術を学び、あるいは模倣したものが多い。企業
規模を見ても中小企業が多い。この背景には、前述①
で指摘したような中国国内需要を狙って進出した外資
が増えつつあることと関連があろう。地元人による自
主独立の企業も生まれつつある。市政府もこうした企
業の発生を歓迎しつつある。④外資一般に対する反
感が生まれつつある。最近、中国各地で反日デモが起
こったが、このデモがおきた地域は、北京（郊外の中
関村からデモ隊が行動し、中心部へと行進した）はじ
め、広州、重慶、東莞、瀋陽、蘇州など、外資の進出が
著しい経済発展の進んだ地域だけであったし、東莞市
では地元の有力日系企業、太陽誘電（コンデンサーメー
カー）がデモ隊に襲われるという事件まで起きた（注7）。
3-5．温州市の場合…地元民による私営企業の創出
と内発的な経済発展
温州市も古くは貧しい農業地帯であった。農地も狭
く、他地域への交通も不便で陸の孤島といわれ、多く
の温州の住人は生きるために他地域に出稼ぎや行商に
出かけたり、さらには海外に移住（華僑として）した
者も多い。革命後も共産党政府は、南方地域は国防上
の理由から産業振興を行うことなく放置したので、温
州の住人に自主独立の地域風土や同志的連帯感のよう
なものも生まれたのも自然だろう。行商にでた温州人
は各地で目にした消費財の欠乏に目を付け、その製造
方法と素材調達のノウハウを探り、それを温州に持ち
帰って家内工業的に生産し、自らの行商によって売り
捌くようになったという。共産党政府の下での計画経
済時代には私営企業は厳重に禁止されていたから、私
営企業を営む住民が告発されて死刑を宣告されたとい
う話も残っているが、温州政府は形式的に複数の家庭
工業を集体企業と認め、間接的に支援してきたようだ。
小平の南巡講話以後、私営企業の起業と営業が
正式に認められ、ここに温州の人々は長年にわたる裏
口営業を表面化させ、活発化させた。軽工業製品（ゴ
ム靴や衣服など）や簡易な金属製品（めがね枠やライ
ターなど）とか機械部品（自転車や自動車部品など）
の企業が増えた。誰かのビジネスの成功は、親族とか
友人たちの模倣的参入を誘発し、生産量が増大するに
従い、販売大群と称する大勢の行商人が全国に売りさ
ばきに散らばって行った。なかには販売先の地域に定
住し販売企業を起こすものも生まれ、しかも彼らは積
極的に温州製品を取り扱った。産地としての評判が広
まるにつれ、各地から大勢のバイヤーがくるようにな
った。地方政府は、問屋街の建設とか共同見本市の開
催や共同展示場などの施設を整備して支援した。同業
者が増えるに従い地域内分業が進化し、関連業者も生
まれ、その結果、中国全土で名を知られる大産地へと
成長発展した。空港や鉄道も産業界で自主的に建設し、
立地条件も改善し、ますます発展を期待される改革開
放後の市場経済下での優等生地域となった。
こうした温州私営企業経営者の出身は、殆どが行商
などをやってきた民間人や下級軍人であり、行政や党
幹部といった権力者からの天下り組みは殆どいない。
そして温州の人々が営んでいるビジネスは、すべて改
革開放によって始められた中国では新しい分野のもの
ばかりで、外資からの委託生産などではなく、製品企
画から販売まで自らの手で担っている。
改革開放が号令されてから既に20年、現在でも新た
な起業の機会を狙っている者も少なくない。既存の温
州企業は次第に成長発展し、様々な業種、様々な発展
段階で活躍している。業種によってはビジネスモデル
の改善に没頭している初期開拓段階にあるもの、一応
のビジネスモデルを確立し旺盛な成長段階に入ったも
の、多くの同業者が生まれ激しい競争段階に入り優越
性（効率性あるいは有効性）を確立する段階に入った
ものなど、様々である。こうした努力の結果、他地域
の後発企業をはるかに引き離し、全国的な大企業へと
成長発展しつつあるものも出始めている。
3-6．中国中小企業の生成発展が示唆するもの
さて、上記３モデルにおける私営企業生成発展過程
の分析から、市場経済のもとでの従来型ビジネスに挑
戦する私営企業の発展を支える重要な条件が示唆され
よう。私営企業の生成発展を規定する最も重要な条件
は、①自主独立の精神、②ビジネス活動への挑戦意
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欲、③ビジネスモデル構築に必要かつ十分な体験に
裏付けられた情報、④ビジネス活動の自由を保障す
る環境、⑤ビジネス経営のノウハウに関する知識、
である。
上述のように 博市の私営企業は十分に成長発展す
る条件を欠いているようである。すなわち、市場経済
下でのビジネス活動は如何に在るべきかを弁えない市
政府官僚の干渉が強力で私営企業家の自由なビジネス
活動を規制していること、および、私営企業経営者た
ちの多くは地域の権力者（官僚とか党支部役員など）
の天下りであるために視野狭小で企業家能力や経営者
能力の不十分なものが多いこと、が停滞するビジネス
分野から脱出できないでいる主原因と見られる。
これに反し東莞市や温州市では、改革解放の以前で
も、党や政府の干渉はさほど厳しくなく、かつ、貧し
い地域であったことから、おのずとビジネスに挑戦せ
ざるを得ない自主独立の地域風土が生まれたと思われ
る。この点は陸の孤島であった温州の方が、沿海部に
あり海外に出やすかった東莞よりも著しかったと思わ
れる。
さて、改革開放政策によって東莞には外資が進出し、
地域農民は均しく豊かになったが、それは地域産業の
振興ではなく、外資企業からの土地などの利用料収入
と、多数の出稼ぎ労働者の集積によって得られたもの
であった。しかし、“三来一補”形態の外資進出では、
そのビジネスモデルのレベルが高すぎて地元企業を誘
発する機会とならず、中国経済の発展に伴う外資企業
の立地条件変化による地域経済の将来に不安定性を感
じさせ、地域の社会不安を助長し、さらには地元住民
に外資に対する反感をも醸成するという欠点も伴うも
のであった。だが、西部大開発などの内陸部開発によ
って中国国内の市場を狙う新たな外資進出も生まれ、
これらが地元住民に挑戦可能なビジネスモデルを学ぶ
機会が与えられた。これを模倣した近代工業的なビジ
ネスに携わる私営企業が、東莞市の住民によって興さ
れることになった。
一方、温州には、外資の進出も無く、地元民には学
ぶべきビジネスモデルが存在していなかった。しかし、
出稼ぎや行商で得た知識から各地に存在する欠乏（ニ
ーズ）をつかみ、改革解放後はこれに応えるビジネス
を他地域に先駆けて挑戦する私営企業を起こし、これ
が先発の利益に助けられて大成した。温州私営企業の
生成発展は、運命共同体的な郷土愛によって結び付け
られた農民たちが、狭く貧しい地域内に閉じこもらず、
広く他地域に活路を求める積極性をもって一体的に行
動したことが最大の成功要因であったと思われる。
４．中国中小企業の生成発展経緯に学ぶ
4-1．中国中小企業の発展が示唆するもの
さて、前項において中国中小私営企業の生成発展に
おける３モデルの実態を見た。ここで明らかになった
ことは、中国私営中小企業の経営業績や地域経済の発
展に対する貢献状況には大きなバラツキがあり、そこ
には、私営企業の生成発展を規定する重要な原理が隠
されているように感じ取れる。今回の我々の現地調査
経験をもって中国全体を判断することは、「群盲、象
をなでる」弊に陥る恐れはある。しかし３地域の中国
中小企業の実体だけを見た限りでも、県央地域の活性
化を考えるうえで貴重な教訓が示唆されているように
思う。以下この点を具体的に説明しよう。
4-2．地域発展の原点は旺盛なる企業家精神
さて、私営企業を立ち上げるとは、利得を得られる
ビジネス活動を始めるということである。利得を得ら
れるビジネス活動とは如何なるものか。ビジネスの出
発点となるものは、社会的なニーズ（必要）でありウ
オンツ（欲求）の存在である。これを満足させる財
（商品とかサービス）を構想し、それを具体的に作り
出し、そして購買させる行為が、ビジネス活動である。
そして、この全体のシステムがビジネスモデルである。
全く新たなビジネスモデルの構想は、ニーズやウオン
ツの存在を認識することを出発点とし、これに満足を
与えられる財の条件（構造、デザイン、性能、寸法、
価格など）と、その製造方法、素材調達方法、諸コス
ト、販売方法、を想定し、それを財務的に統一して、
資金繰りと採算面からの可能性をチェックする、とい
う過程を辿る。ビジネス構想は企業家にとって未経験
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の仕事に事前に資金を投じてビジネス活動を行い、そ
の結果を待つということであるから、確実に利得を得
られるという保証はない。
したがって、ビジネス活動にはリスクを伴う。そこ
でビジネスに挑戦する者には、リスクを冒してまで投
資するという精神、つまり企業家精神が不可欠なので
ある。企業家精神とは、リスクを冒してでも積極的に
ビジネスチャンスに挑戦し、実現に向けて最後まで努
力する精神であり、そうした行動傾向（あるいは態度
とか姿勢）である。この精神の有無と程度が、まず、
私営企業が生まれるか否かの原点にある。
この３地域における事例調査の結果から、企業家精
神が最も旺盛であると思われるのは温州の人々であ
る。温州の企業家は、計画経済時代の営利行為抑圧の
下でも、法の目を潜ってビジネス行為を繰り返してき
た。それが為政者に発見されて死刑に処せられた者も
あったそうである。それでもビジネス行為を諦めなか
った。こうした温州人の旺盛な企業家精神は何処から
生まれたのだろうか。
こうした温州人の行動の根底には、狭い痩せた土地
しかなく、国から与えられた農業では、地域住民の全
てが生きて行くに必要な量の収穫物を得ることが不可
能である上、隔絶した立地条件から他地域との交流も
難しいと言う事態にあったことが、大きく影響してい
よう。だが貧しい農業地帯という点だけならば東莞も
同様であった。尤も生活の急迫度は温州ほど厳しくは
なかったようでもある。そして東莞の人々は、政府権
力に抵抗してまでビジネス行為を行うことはなかっ
た。この違いを起こさせたものは、温州の人々が古く
から広く他地域に出かけ、広い見聞を持っていたこと
にあるのではないだろうか。日本に“温州みかん”と
いう果実があるが、これは昔の温州人が日本に持って
きた品種が定着したものと言われる。出稼ぎや行商、
乞食、様々な形で温州を出て他地域の空気を吸ってい
る。これに対し東莞の人は地域内に蟄居し、宿命に甘
んじ耐えていたようだ。人間は目の当たりに不平等を
感じたとき、我慢できなくなって地位向上への衝動に
動かされるのではないだろうか。均しく貧しい農業地
域で苦しい生活を営みながら、自己の貧しさを他人と
の比較で実感させられたか否かが、温州人と東莞人の
違いを生み出したように思われる。 博市は古くは斉
の国の都であり大都会であったし、革命後の計画経済
時代には国の産業建設が行われ、国有企業や郷鎮企業
の活発な地域であった。そして現在でも産業振興に関
する政府の強い指導が行われている地域である。こう
した 博市には市経済の発展に貢献している強い私営
企業が、それほど多くはない。
4-3．ビジネスモデルと起業環境
起業に踏み切るには、挑戦すべきビジネスモデルが
なければならない。闇雲に、ビジネスを始めたいと志
しても、具体的な行動の展開方向を確立していなけれ
ば、何も出来ない。全くの空な状態からビジネスモデ
ルを構想するということは至難である。余りにも仮定
が多すぎて、具体性のあるビジネスモデルを得られな
い。何らかの手がかりを出発点として練り上げるしか
ない。
最も安易な形で私営企業を立ち上げたビジネスは、
今回調査した地域の中では、 博市に多かった。体制
改革で生まれた 博市の私営中小企業は、従来からの
国有企業や郷鎮企業のビジネスを継続したままだった
からである。経営業績の上がらない国有企業や郷鎮企
業を、外面だけ私営企業化しただけでは何の業績向上
効果もあるはずがない。従来から卓越したビジネス活
動を展開していた一部企業を除き、殆どが経営不振で
あったのも当然といえる。
東莞市の場合には進出してきた外資企業のビジネス
モデルが人々の眼前に存在した。この場合のモデルは、
初期の外資ビジネスのような“三来一補”形態の先進
国需要向け製品の下請としての製造ではなく、中国の
広大な国内需要を見越しての最終消費財製造だったの
で、その模倣は成功可能性の高いものだった。そして、
現にビジネスを拡大発展させているものが多い。ただ
し、こうした模倣的参入が出来るには、既存のモデル
企業と同等ないしは上回る資金や経営資源を用意しな
ければ成功は難しい。したがって誰でも挑戦できると
いうものではなく、多くの私営企業を群生させるわけ
には行かないだろう。
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温州市の場合には、はじめ温州市内には模倣可能な
何のモデルも存在しなかった。温州のビジネスモデル
は、はじめ行商や出稼ぎなどで他地域で目にしたオー
トバイや自動車の補修部品とか衣服やゴム靴などの日
用品における欠乏財にターゲットを絞っている。これ
らの消費財製造には、それまでの国有企業はきめ細か
な需要への適合を考慮していないし、郷鎮企業も他地
域の欠乏に応える製品の製造には消極的であった。出
稼ぎや行商の目前には、人々が欠乏し、入手したいと
願っている具体的な商品の形が既にある。それを模倣
して製造すればよい。素材もありふれた物ばかりで調
達に特別な困難はない。製造方法も特別な技術や機械
設備を必要とせず簡単な道具や街に出回っている中古
機械で十分だった。かくして温州人による家内工業が
はじまった。つまり温州の人々の初期のビジネスは、
他地域で欠乏している具体的な財の模倣生産から始ま
った。だが、これを表面化し活発化することは、政府
の規制があるので難しい。地下ビジネスの形をとって
潜在的に始められたのである。若干の資金を用意すれ
ば容易にビジネスに参入できた。販路は自らの行商で
あった。何よりも現に欠乏している財の提供であるか
ら、販売に苦しむこともないない。こうして初めの温
州ビジネスは、一部の人たちによって立ち上げられた。
そして改革解放後、このビジネス行為が解禁された。
温州では既に成功した人々のビジネスモデルが親族や
近隣の人たちによって模倣され、急激な新規参入が起
こった。かくして温州は、これら製品の一大産地へと
発展した。こうして見ると、温州人の成功は、ビジネ
スモデルが時代の要請に上手く適合していたことにあ
るということが分かろう。
地域の産業振興には、広く需要のある財の製造・提
供を目的とし、自分たちの手で実現可能なシステムを
作り上げるということが、非常に効果的であることを
示唆している。
4-4．有効なビジネスモデルを提供する環境条件
地域振興に貢献するビジネスモデルは、需要が増大
傾向にある分野でのビジネスであること、必要とする
諸準備が地域の起業家に身近で挑戦しやすいものであ
ることを温州市の事例は示唆している。
温州も東莞も、私営中小企業が開発開拓したビジネ
ス分野は、現在の中国では絶対的に不足していると一
般に認識されている、増大しつつある需要に応える財
貨の製造であるが、 博市の私営企業ビジネスの多く
が、従来まで国営企業や郷鎮企業が製造してきた主と
して生産財関係の機器の製造であり、改革開放によっ
て全国的あるいは世界的に競争が生まれ、陳腐化した
停滞分野にあるものが多い。需要増大分野のビジネス
は、ビジネス量の増加を通して利益額も増大するが、
それ以上に規模の利益が得られることによってビジネ
ス活動の効率が飛躍的に向上し、非常に有利なビジネ
スを実現できるが、停滞分野や衰退分野でのビジネス
展開は競争激化によって利潤率が次第に低下し、やが
ては赤字になって当該ビジネス分野から撤退しなけれ
ばならなくなる危険性が大きい。挑戦するべきビジネ
ス分野は、今後の需要増大が見込まれる分野でなけれ
ばならないことは明らかである。
次に、挑戦するビジネス活動が、起業を志す地域の
人々にとって身近なものでなければ始まらないことを
事例は明白に物語っている。
完全に空な状態からビジネス開発を行うためには、
３つの基本業務を効果的に遂行できる経営者能力を持
つことが必要である。①商品開発業務…社会の必要
とか欲求をつかみ、それを満足させる財を具体化させ
ること、②資源調達および生産業務…見出した必要
や欲求に十分な満足を与えられる財を効率よく作り出
すこと、そのためには、素材調達力と、加工能力（労
働力、加工施設、加工技術）の確保が必要であり、さ
らに競争優位性を確立することも必要である。③販
売業務…製造した商品を最終需要者に提示し購買させ
満足させるための業務、旧来からの製品の場合には既
存の流通機構の利用が可能だが、全くの新製品の場合
には既存の流通機構の利用は出来ず、自らの努力で開
発するか他に販売委託する必要がある。この中間に
様々な形態があろう。この３機能を全て自企業で整え
るには、かなりの知識や経験とか、資金、準備期間が
必要である。中国の場合には、既成の流通機構は殆ど
が未整備で存在しないに近かった。多くの場合、“三
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来一補”形態の外資のように、海外から持ち込んで生
産し完成した製品は海外に持ち出すことでビジネスを
完結させたのである。国有企業の場合には国の指示に
よって製造し供給したし、郷鎮企業は地元の需要に応
える活動に終始してきたため、広く地域外への供給能
力を持っていなかった。東莞では地域住民も自らが他
地域に出かけて広く見聞することがなく、新たなビジ
ネス機会の開発が出来ず、進出してきた外資のビジネ
スモデルを模倣するまでは起業に踏み切ることがなか
った。しかし外資、しかも中国内需向けのビジネスモ
デルの見聞が可能になった時点で、起業に踏み切る糸
口が出来た。かくして温州でも東莞でも、 博でも、
地域の住民が全くの独自でビジネスを立ち上げること
は不可能であった。地域住民に、挑戦できるビジネス
モデルの開発が可能な環境条件の整備が極めて重要で
あることが分かる。
4-5．ビジネスの発展とビジネスモデルの洗練化
博市で体制改革によって私営企業化した国営企業
や郷鎮企業のビジネスも、それが誕生した時には十分
に存立基盤にかなった存在だったに違いない。しかし、
ビジネスを存立させている条件（＝環境条件）は不断
に変化している。いったん成立した合理的なビジネス
活動であっても、環境変化への対応を怠れば、合理性
を失い、利得を得られなくなり、経営を破綻させる。
環境諸条件の変化に機敏に対応できるビジネス活動を
効率よく展開できるように、企業体が保持する機能を
不断に改革して行く努力が、企業を成功させる重要な
鍵である。
ビジネスの成長とともに模倣的参入者が殺到し、同
種の必要や欲求を対象とする財の提供ビジネスが競合
することになるが、総需要量＜総供給量となった場合
には一部の供給者は販売することができなくなる。こ
の時、販売出来るか出来ないかの岐路となるものは、
購買者の下す評価であり、その具体的な決定要因は、
創出した財が提供する満足度と、その購買に支払う代
価（それはコストによって決定される）である。かく
して品質や性能とかデザインなどの優劣と、製造業務
を含めたビジネス活動の効率性、購買の便宜性など、
が重要となる。こうした競争優位性の確立を決定する
ものは技術進歩（製品技術、製造技術、経営技術など）
への追随であり、これが他企業に優れているか否かが、
競争優位性を決定する要因となる。
こうしたビジネスの成長発展に伴う企業が保有しな
ければならない機能の変容は、初めはコストダウンに
よる価格低下と、性能や品質とかデザインの改善向上
の方向を辿るが、需要層の底が広い場合、この変容は
単線的に進むのではない。多様化しつつ様々に分化し
ていくものである。これを顕著に示しているのが、温
州の製靴業界であろう。温州の靴メーカーには、粗悪
だが非常な廉価のゴム靴（日本にも輸入され200～300
円で小売されている）から、輸入品に比べ遜色のない
高級な紳士靴や婦人靴まで、多様な製品メーカーが共
存している。これは中国と言う非常に広い国土に、
様々な気候風土や、所得水準とか生活習慣の多様化が
急速に進んでいるためである。
4-6．私営企業の発展段階と戦略的経営
経済発展は産業構造を三つの側面で変容させて行
く。第一は需要の増大を通してビジネス活動における
規模の利益が働くようにし、その分野において大企業
の競争優位性を高め、これに即応できない企業を、次
第に問題性中小企業へと没落させる。製品価格の低下
を生じ新たな需要層を開発開拓するが、やがて製品の
普及が限度に達すると非効率企業の淘汰が進み、雇用
機会が縮小して行く。第二は、既存ビジネスモデルの
修正を迫るが、これに対応できない企業の淘汰を促進
する。第三は、新たなビジネスモデルの成立可能性を
生み出し、これにいち早く挑戦し成功を収めた企業に
よって新たな経済発展の道を開く。温州私営中小企業
の現在は、未だ初期の発生段階にあるものがあり、ま
た成長発展して規模拡大段階に入ったものも見られる
が、東莞市の私営中小企業は未だ初期の発生段階にあ
るものが殆どのようである。 博市の私営中小企業は
産業発展のノーマルな軌道から脱落して問題企業化し
たものや、衰退段階に入っていると見られるものもあ
る。
こうした成長発展段階に即応し、常に成長分野での
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ビジネス活動を展開するよう、早めの対応準備に努力
するのが、市場経済化時代の企業経営者の責務である。
こうした発展段階毎に対応して経営者の課題は、次の
ように変わる。①発生期…ビジネスチャンスを発見
し、新たなビジネスモデルを構想して企業を立ち上げ
た段階、試行錯誤を繰り返しながらビジネスモデルを
洗練化させるために必死の努力を必要とする。発生期
で成功した中小規模企業は、中小規模企業であること
が有利なビジネス分野を探して安住するニッチ企業に
なるか、需要拡大に挑戦して成長期に進むか、いずれ
かの道へと発展して行く。②成長期…模倣的に参入
するものが生まれ増大し始め、規模利益が得られるよ
うになり、大規模ビジネス（あるいは経営）の優位性
が増す。早く効率的な規模に到達した企業が、他企業
よりもはるかに早く成長発展する。③成熟期…需要
量の伸びが止まり、あるいは需要の伸び率を上回る供
給量の伸びが存在するようになると、効率化を志向す
る企業の競争は厳しさを増し、非効率企業の整理淘汰
が始まる。ここで利得動機の旺盛な企業家の進む道は
二つに分かれる。第一の道は、一層の規模拡大を目指
して需要獲得に進む大企業化の道である。ここで必要
となる経営資源は、ビジネス拡大資金の調達であり、
次にマーケティング活動を活発に展開する能力の獲得
である。この大規模化の方向は、ビジネスや経営の大
規模化からさらに進んで、関連ビジネスを包含した集
団化や総合化の利益追求へと超大企業化して行く。こ
れを可能にするためには、資本調達能力と経営者能力
の充実強化が不可欠であり、個人経営から脱皮して法
人経営へと変身する覚悟も不可欠である。第二の道は、
大規模競争を避けて需要細分化を図る方向である。具
体的には、技術開発や製品（デザインも含めて）開発、
弾力的な企業体質の確立などによって、製品の効用と
か品質やサービスの一層の向上を実現することであ
る。④衰退期…需要が減少傾向に入ると既成の供給
能力は過剰化し、激しい販売競争が起きる。収益性は
悪化の一途をたどり、非効率的な企業の業界からの撤
退によって需要と供給が均衡するまで事態は回復しな
い。こうした事態から脱却するには、他の収容余力の
あるビジネス分野に転換するしかない。新たなる成長
ビジネスモデルを構想して新事業を立ち上げるしかな
い。
温州私営中小企業家の多くは、企業やビジネスの発
展段階の意味を理解し、それに対処する事前準備を怠
らず実施しているようだったが、東莞の私営中小企業
家にはこうした認識が薄いようで未だ事前の対応準備
を考慮しているものはないようだった。 博市の私営
中小企業家は、ビジネスの発展段階には一応の認識を
もつ者もいたが、的確な経営戦略をもって対応してい
るものは見られなかった。この３地域の私営中小企業
家の経営者としての資質や能力に大きな差異があるよ
うである。
企業経営者には専門能力が必要であり、それは党幹
部や地域の行政権力者の持つ単なる管理能力というも
のとは全く異質である。成長分野ビジネスの開発と必
要なビジネス機能の創出に十分な能力（企業家能力と
経営者能力の総合）とでも言うべきもので、その根底
にあるものは、企業家能力としては、ビジネスの正し
い理解を前提に、ビジネスモデルを構成する要因の変
化を洞察する機敏な観察力と、不確かな情報を基に構
成したビジネスモデルのリスクへの挑戦意欲であり、
経営者能力としては、ビジネス局面に応じた経営機能
（販売とか品質やコストなど）における競争優位性を
生み出すような先行的な体質充実のための統率能力で
ある。計画経済時代には国有企業や郷鎮企業が存在で
きるような環境条件を行政が整備してくれるという、
ぬるま湯的な企業経営であったから、極端に言えば権
力者の支持を得れば誰でも経営者として職責を果たし
えたが、市場経済への移行以後にはこうした環境条件
が消滅してしまったのである。
4-7．地域経済発展への貢献と行政の役割
中国私営中小企業の生成発展の経過を見ると、地域
政府の私営企業に対する姿勢が非常に大きな役割を果
たしていることが分かる。結論から言うと、地方政府
は、私営企業者の創意工夫を抑圧するものであっては
ならず、官僚的発想からの指導助言などもするべきで
はないし、私営企業経営陣への天下りや出向、コネを
持つべきでもない。地方政府の私営企業発展に関する
－　－41
役割は、個々の私営企業者では出来ないような、関連
事業者の共同化による欠落機能補完のための指導や支
援に止めるべきことである。
博市の私営中小企業には、村政府や党支部の幹部
が横滑り、あるいは天下り者が多く、こうした私営企
業の経営業績は一向に向上していなかった。さらに、
政府や党支部の意向が経営方針に反映されるために、
企業行動が合理的な利得行動に徹し切れていないもの
が多かった。これは天下りや横滑りの経営者には、ビ
ジネス能力や経営能力が不十分なものが多いからであ
る。さらに企業経営の基本的な方針にも口をはさみ、
特に、経営不振な国営企業や郷鎮企業を吸収合併させ
て失敗を糊塗しようとしたり、過剰な従業員を雇用さ
せることで非効率的な経営体質にしていた。
東莞では、深 の発展に刺激された村政府が工場
用地を整備し有利な条件を用意して外資企業の誘致を
積極的に行ない成功したことによって村の住民（＝農
民）は一様に豊かになった。この成果は村の発展に一
見、効果的だったように見える。それは、最盛期には
非常な効果をあげたように見える。しかし、中長期的
展望に立つとき、重大な問題を含むことを否めない。
中国の経済発展が進むに従い外資企業の立地条件にも
変化が起こる。これに対処して外資企業は立地転換を
するかもしれない。さらに重要なことは、外資のビジ
ネスは地域住民の企業への挑戦にストレートに役立つ
ものではなかった。それは先進国の需要に応えるため
の先進国の技術水準によってのみ挑戦可能なビジネス
だった。地域住民がビジネスモデルを習得し模倣して
自家薬篭中のものとするにはレベルが高すぎたのであ
る。近年になって、中国国内市場への進出を対象にし
た外資の進出があり地元起業家の模倣すべきビジネス
モデルが示された。これによって生まれた地元起業家
による私営企業が輩出するようになったが、その数は
多くはない。地元政府は外資誘致に際し、地元民の起
業促進も視野に入れて、外資企業を選択的に誘致すべ
きだったのではないかと思われる。
温州政府は、計画経済時代から私営企業に対して温
情的であったようである。少なくとも厳重な禁止措置
をとらなかったようである。このことによって温州に
は、早くから起業家的風土が根付いていた。これが改
革開放経済への移行を機に、他地域にはるかに先駆け
て一斉に表面化し、多くの私営企業の群生を見た。こ
のことが温州経済の大発展を可能にした大きな要因で
あろう。また温州私営企業が模倣品の製造販売に手を
染めると厳重な取締りを行って押収商品を焼却させ、
地域外からの買い付け商人がくるようになると流通市
場の整備を活発に行って支援するなど、健全なビジネ
ス活動展開が可能なように環境整備を行ってきた。
純粋に合理的な利得活動を展開できるよう私営起業
家にたいし何ら強制を行わず、また個々の私営起業家
では解決の難しい環境整備にかんしては活発な機能補
完を行う、という政府権力の姿勢が、地域産業の発展
にきわめて重要であることが分かろう。
５．県央地域活性化戦略への示唆
5-1．中国私営中小企業の成長発展に学ぶ
温州に代表される中国の私営中小企業家は、殆どが
僅かの資金しか持たない、ビジネス経験のない、つま
り近代産業の起業家に必要な経営資源を十分に持たな
い人々であったが、成功して大きく成長発展し、さら
には地域の経済発展の原動力となっている。こうした
中国私営企業の成長発展経過は、日本の中小企業、
とくに県央地域の活性化に大きな示唆を与えてくれ
る。（注8）
もっとも、中国の私営中小企業の行動が、そのまま
日本の中小企業に適用できるものではない。中国では、
私営中小企業といっても日本のような問題性中小企業
ではない。それは産業化の初期に特有な発生期の中小
規模企業である。
そこには大企業も中小企業も、ビジネス活動上、あ
るいは経営行動上、異質の問題性が存在しているとい
う認識はない。私営中小企業も成長発展してやがては
大企業に育って行くものという認識を、企業家も政府
関係者も、そして多くの研究者たちも持っているよう
だ。一般に、企業の成長発展が不十分だった時期には、
中小企業という概念は存在しない。しかし、中小企業
とは、大企業に対し何らかの問題性（ビジネス活動と
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か経営活動を展開する上での）を持つ相対的に規模の
小さい企業を言う言葉である。
市場経済へ向けての離陸が始まると、多くの製品供
給が求められ、職人仕事も利得動機に刺激されて工場
化せざるを得なくなり、小零細な機械制工場に脱皮せ
ざるを得ない。機械（動力機械や作業機械など）の利
用によって、大量に製品が生み出され、はるかに低廉
な価格で供給されるようになり、多くの労働者を雇用
し、その賃金によって国民所得増大、福祉水準の向上
が見られるようになる。こうした中で、次第に職人仕
事の分化と発展が始まる。個人的能力に全面的に依存
する職人仕事では、低廉な価格で大量に生産できる近
代的工業に太刀打ちできず、次第に姿を消して近代的
な工場体制に移行せざるを得なくなる。量産が進むに
したがって生産業務における規模利益が働くようにな
り、大企業に有利な環境が生み出され、中小規模企業
は効率面で不利な競争を余儀なくされ、相対的に小規
模な企業が、中小企業として認識されるようになる。
これが問題性中小企業であり、その本質は規模拡大競
争に遅れた非効率企業である。しかし問題性中小企業
の発生源泉は、これだけではない。
経済の成長発展とともに、企業経営をめぐる環境条
件は次第に広範かつ複雑になる。小規模なビジネス活
動に没頭せざるを得ない経営者は、自企業の外で起こ
るさまざまな環境変化に直接に触れることもなく、ま
た自己のビジネス活動に没頭することに忙しくて、外
部情報を収集するための暇もない。したがって、相対
的に環境変化や技術進歩などの変化に遅れがちとな
る。これも問題性中小企業であり、その本質は環境変
化対応を怠った前近代的企業である。大企業は一般に
環境変化に関する情報を得やすく、ある程度は環境変
化を操作することが可能である。しかし中小企業は変
化情報の把握に不利であり、また余りにも細分化した
社会的分業の一部しか関与していないので対応行動を
とりにくい。この結果、中小企業製品の需要は停滞気
味、衰退気味となり、同業者過剰が表面化し、万年不
況業種といわれるようになる。
では、如何なるビジネス分野が中小企業にとって有
利なのだろうか。言うまでもなく、それは、規模の経
済性が不利に働かないビジネス分野であろう。もっと
具体的に言えば、①開発期にあるビジネス分野（新
たに開発され洗練化の初期段階にあるビジネス分野）、
②需要増大が起こらないビジネス分野（需要拡大が
見込めないビジネス分野）、③原材料調達面の制約や、
製造技術的制約によって大規模経営の利益が存在しな
いビジネス分野、④特殊あるいは個別の少量需要に
応えるビジネス分野（工芸的とか専門的手工業、ある
いは特注など）、⑤製品に特に新鮮さを求められるビ
ジネス分野（保存の利かない飲食料品など）、⑥製品
にサービスを付加して提供することが必要であるビジ
ネス分野（需要現場での生産が必要）などである。
中国私営中小企業が活動しているビジネス分野の多
くは、開発期から需要拡大期のビジネスである。した
がって問題性中小企業のタイプの一つである前近代的
性格ではあるが、一般的には成長発展過程にある中小
規模企業である。いわば①の開発期にあるビジネス分
野の企業ということであろう。②から⑥までのビジネ
ス分野は、いまだ中国では表面化していない。これら
が表面化するのは、経済が成熟化して需要が多様に分
化するか、専門あるいは特殊な需要が生まれることに
よってである。効率よりも付加価値の大きさを追求す
るような経済になると生まれてくる。未だ中国のビジ
ネスの多くが、温州に見られるように、大衆の欠乏財、
換言すれば一般の需要に応える既存製品の製造が始ま
ったばかりであって、こうしたタイプのビジネスはい
まだ中国には育っていないようである。ここに日中中
小企業の根本的な違いがあろう。
5-2．中国私営中小企業のビジネス環境
中国私営中小企業がビジネス活動を展開している環
境も、日本とは大いに違う。その重要なものを列挙す
れば以下のようになろう。①共産党の独裁政権のも
とにあり、また経済社会の近代化が十分に定着してい
ないこと、②広大な土地に人口13億人強という日本
の10倍もの市場を持っていること、③国民の所得水
準におけるバラツキが非常に大きいこと、④産業化
に向けて離陸して間もなくビジネスノウハウや技術の
導入期にあること、⑤様々な発展段階のビジネスや
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企業が並存していること、という点で日本中小企業と
は大きな違いがある。
共産党の独裁政権であるということは、政権の交代
がないということであり、大局的には共産主義という
基本理念が一貫して国家運営のあり方を規定するとい
うことである。そして社会の近代化が十分に進んでい
ない（司法制度なども十分に整備されているとは言え
ない）ということは、権力者による政治の私物化が起
き易く、また一般大衆の反政府的言動（デモもその現
れのひとつ）が絶えないという事であろう。これは市
場経済の円滑な発展を阻害する重要な要因である。も
っとも広い中国では、地域によって官僚権力の強弱が
あり、温州などは政府権力が比較的弱かったことが、
全国に先駆けて私営企業が生成発展し、市経済の大発
展を実現させたと言える。反対に 博市では、政府権
力が強く、善意ではあったろうが、結果としては私営
企業の発達を阻害し市経済発展を遅らせていると言え
よう。地域（端的に言えば地域の政治体制）の如何に
よって地域の経済発展に大きな格差を生じるだろう。
広大な国土と日本の10倍にも達する人口を擁する超
大国であるということは、膨大な量の需要に恵まれて
いるということであり、大量生産技術の制約要件であ
る量的活動限界が日本とは比較にならないほど大きい
ということである。大衆消費財やその関連生産財の量
産によるコストダウンと言う点では、とても日本企業
が太刀打ちできるものではない。つまり中国の産業界
は、日本の大企業にとっても大きな脅威を持つといっ
てよいだろう。大企業の真似をして量産によるコスト
ダウン路線を志向しようとする日本の中小メーカー
は、“蟷螂の斧”と言う結果に終わる恐れが強い。
そして、中国が最近になって市場経済への移行をは
じめ、先進国のビジネスを学習しつつあるということ、
国民所得のバラツキが非常に大きいことや、様々な発
展段階の企業が育ちつつあるということは、これから
も様々な製品分野への進出が予想されるということで
ある。温州のような地域が近い将来、中国各地に多数、
生まれてくるのではないだろうか。このように見てく
ると、もし日本の中小企業が大企業の経営戦略の真似
をして量産による規模利益の追求だけを墨守していれ
ば、中国私営中小企業の今後の生成発展は、日本中小
企業にとっても直接の競合相手となって現れてくるだ
ろうと思われる。
5-3．県央地域活性化戦略への示唆
さて、県央地域の産業構造は、伝統的職人産業に属
するものがあり、近代産業に属するものはさらに二つ
の異質な経営体質のもの、一つは完全機能中小企業
（自立企業）、もう一つは不完全機能中小企業（下請け
企業など従属企業）に分かれている。この中で活性化
にあたって早急に対処しなければならないセクター
は、不完全機能中小企業であり、小零細な伝統的ビジ
ネス分野の職人的事業所である。完全機能中小企業は
既に多くの分野で新ビジネスを開発し、あるいは競争
優位性を確立して成長発展しつつある。地域活性化の
課題としては、問題性の担い手である地域の企業や事
業所に、保有する貧弱な経営資源でも十分に効果的な
ビジネス活動が出来る分野に、そのビジネス活動場面
を誘導することでなければならない。近代的な技術導
入や規模利益の追求といったような、大企業ビジネス
を模倣させるのではなく、中小企業本来のビジネスへ
と誘導することである。
さて本稿の初めで明らかにしたように、県央問題性
中小企業といわれるものには２タイプがある。伝統的
な職人ビジネス分野で活動している小零細な事業者
と、近代的工業ビジネス分野で活動している不完全機
能中小企業とである。この両者のビジネス活動のあり
方は全く異なる。
まず伝統的職人企業は、刀鍛冶、槌起銅器、桐箪笥
などの工芸的分野の製品を作るビジネスで、これらは
長い歴史を経て現在に至っているもの、その需要は一
部の特殊な富裕階層か日本的伝統的な消費慣習に支え
られていて、需要拡大を目指す大衆化とか大量生産と
は無縁のビジネスである。現在の中国ではこの種のビ
ジネスは殆ど注目されていない。この種のビジネスは
一部の富裕階級を対象とする先進国的性格のものであ
り、まだ中国経済はこの段階までの発展が無い。この
点では日本のほうがはるかに先行しており、日本的な
発展方向を目指すべきだろう。しかし、このタイプの
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ビジネスは、経済発展とともにビジネス量の拡大を起
こす可能性は殆ど無く、他分野ビジネスとの成長格差
が拡大するのは宿命的で、相対的にはビジネス量の停
滞から衰退傾向をたどらざるを得ない。ここで考慮す
べきは、職人的技能を高め限られた需要の獲得競争に
優位性を確立することだろう。過去において、大衆消
費社会の到来に目を奪われ、あるいは大きいことは良
いことだというプロパガンダに乗せられて、一般大衆
を対象とする普及型製品の生産に走る傾向があった
が、これは本来の伝統的工芸品の機能を無視した、大
きな誤りであった。この場合、その工芸的価値のます
ますの向上が競争優位性の決め手である。本来の希少
価値、その芸術性を追求する方向に戻ることで、十分
なる存立条件を確立できるだろう。もっとも、製品企
画機能や販売機能など、マーケティング活動面での機
能補完を考慮する必要はあろう。欧米のマイスター工
房の多くが街中の人通りの多い立地を選んで仕事場を
持っているのは何故か、研究に値しよう。
次に、これが県央地域活性化の本命だが、近代的部
門のビジネスに従事する不完全機能企業の場合には、
ビジネス機能の欠落を何らかの手段で補完、ないしは
改善する途しかない。もっとも接近し易い道は、等身
大のビジネスモデル（つまり保有する経営資源でも十
分に挑戦可能な身近なビジネスモデル）を開発し開拓
することである。このことは温州私営中小企業の生成
発展例で明らかなように十分に可能な途なのである。
ただし、これを成功させるには、旺盛なる企業家精神
の発揮と、需要増大分野に関する広い見聞に基づいた
ビジネスモデルの開発、および徹底した合理的精神や
態度、が不可欠であることを忘れてはならない。身近
なビジネスモデルといっても、従来には存在しなかっ
たような新規なビジネスモデルの開発ばかりではな
い。従来からのビジネス分野でも他企業では提供でき
ない高品質、高サービスのビジネス活動展開によって
競争優位性を確立する途もある。キメの細かい品質や
性能とかデザイン面での優位性ならば、決して県央地
域の中小企業でも負けるとは限らないだろう。また、
販売機能の欠落によって親企業（問屋や商社とか、ブ
ランドを持つ完成品組立メーカーなど）に従属するビ
ジネス分野の中小企業が、最近のインターネットの普
及を利用して直接的に需要者と結びつく可能性も現実
のものとなりつつある。こうした可能性に挑戦する道
もあろう。これ以外にも勿論、欠落機能の充実整備を
行って自立企業化、すなわち完全機能企業化する道も
ある。
また、多くの中国私営中小企業は未だ発展途上過程
にあり、高度なビジネスや経営の発展段階に到達して
おらず、また生産技術や経営技術の導入過程にあると
いうことは、こうした過程を十分に経験してきた日本
の中小企業にとって、自社の弱体な機能を中国私営中
小企業に補完してもらい、中国国内の需要を対象に共
生ビジネスを展開する絶好の機会でもあろう（注9）。
また、問題性中小企業の宿命は、環境の変化や進歩
に関する情報の収集に遅れがちという弱点がある。こ
の点をカバーする何らかの方策、たとえば県央中小企
業のビジネスや経営に関連を持つ技術や需要とか競争
などの情報を代わって収集し、理解し易い形で供給す
ることなど、あるいは他地域の情報を県央中小企業者
自身で見聞する機会をセットするとかなど、地域の行
政機関、団体、金融機関、研究機関などが補完する何
らかの支援が望ましいのではないか。といって
も、 博市の例のように、行政が、ビジネスの現場を
無視した官僚的発想でビジネス行動に介入することは
絶対に避けねばなるまい。かえって成長発展の進路を
誤らせることになる。
望ましいことは東莞市の例のように、県央地域の将
来の発展を視野に入れた地域振興のための有力企業の
誘致や育成によって、地元の不完全中小企業が自らの
力で起業に挑戦するようなビジネスモデルを眼前に提
示することだろう。
いずれにしても不完全機能中小企業の活路は、棚ボ
タ式に座して待っていれば与えられるものではない。
県央の企業家や事業家が自らの運命を切り開くという
覚悟を持つことが肝要である。こうした覚悟を植付け
るような啓蒙活動も重要ではないだろうか。
－　－45
（注１）駒形哲也（慶応大学助教授）が最近に著した「移行期
中国の中小企業論」税務経理協会2005年発行は、この間の
経緯を鮮明に描き出している。筆者も過去の数回の中国調
査で知り、この結果を報告した。（拙稿「中国私営企業の生
成発展と今後の課題」新潟経営大学地域活性化ジャーナル
９号・第10号所収）。
（注２） 地元の青年会議所が出した質問に対して各議員が回答
したものである。このアンケートは、燕三条青年会議所が、
合併協議会の設置に先立って実施したもので、設問は三つ、
『第一問…県央地域の現状に対する認識をお聞かせくださ
い。・このままでよい・このままでは良くない（それぞれ
に○をお付けください）、上記のご回答に関し、それぞれの
理由をお答えください。』とあり、第二問と第三問は、法定
合併協議会の設置に関する態度を問うものである。このア
ンケートの第一問に対する回答は、県央地域の市議会議員
の、地域の現状に対する認識を示すものであると受け取っ
てよかろう。
（注３）中小企業基本法前文
（注４）対談『キーワードは新連携』日本経済新聞・2005年６
月14日付け全面広告
（注５）拙稿「中国私営企業の生成発展と今後の課題」地域活
性化ジャーナル・第９号および第10号所載・新潟経営大学
地域活性化研究所発行
（注６）『大鍋飯』とは、運命共同体意識が強く、自分が努力し
なくても全体として上手くやってくれるから生活に困らな
いという意識。
（注７）日経新聞・2005年４月19日・太陽誘電は独資企業であ
る。地元資本の参加した合弁企業や合作企業ではない。日
本本社から派遣された経営者が、徹底した合理化を実施し
て好業績をあげていた。もちろん現場労働者の大部分が、
１年契約で働く低賃金の出稼ぎ労働者で、数年の後帰郷す
る人たちであった。諸報道を総合すると、各地のデモ隊の
主力は、共産党の反日教育によって偏見を抱いている大学
生たちの扇動に乗って、他地域の貧しい農業地帯から出稼
ぎにやってきた低賃金労働者たちだったようである。そこ
には、外資企業全般に対する強烈な反感の存在を読み取る
ことができる。かつて東南アジアで、日本からの進出企業
の現地風俗を無視した経済合理的な行動に対する不満から、
当時訪問中の日本首相が立ち往生した事件が起きたことが
あるが、東莞の反日デモにも、こうした気配を感じざるを
得ない。出稼ぎ労働者が、外資によって搾取されていると
いう被害者意識が底流にあるといえよう。
（注８）こうした提案に対し、すでに成熟期に入っている日本
経済においては、中国のような「欠乏」を見出して新たな
ビジネスモデルを開発し、起業するということはかなり困
難ではないか、という見方もあるが、成熟経済の下での
「欠乏」とは、既存財の不足という顕在的なニーズとかウオ
ンツではなく、ニーズや技術など諸環境条件の変化にもか
かわらず旧態依然たる既存財に代わる新たな製品の開発が
ないという潜在的なニーズとかウオンツであり、この顕在
化に挑戦する手法が、「需要の創造」と呼ばれるマーケティ
ング機能なのである。成熟経済下では需要の創造によって、
企業は新たなるビジネス機会開発が可能となる。
（注９）共生ビジネスとは、カウンターパートナーと共同して
双方が成長発展するような協力関係の上に成り立つビジネ
スのやり方で、一種の協業化ビジネスである。詳しくは、
拙稿「中国私営企業の生成発展と今後の課題」地域活性化
ジャーナル第10号参照。
